
点検

種類
点検に関するハンドブック等 概要等

日常
点検

・「市設建築物 日常点検ハンドブック」（令和４年３月改訂）

施設管理者が日常的に施設を巡回して目視を中心
に実施する点検の方法等を示すもの。

法定
点検

・「市設建築物 定期点検マニュアル」（令和４年１月改訂）

（建築基準法に定めるもの・官公法に準拠するもの）

市設建築物等について、法令等に沿って実施する
建築物の敷地、構造及び建築設備、防火設備の点
検方法、要領等をまとめたもの。

保守
点検

・「保守点検業務委託仕様書」（令和元年５月更新）

※空気調和機など32種類の設備等の保守点検に関し
て業務委託に適用する標準的な仕様を記載

市設建築物における建築設備の保守点検業務委託
に関する標準的な仕様書。全庁横断的に適用する
ことで、保守点検における一定水準の確保を図っ
ている。

3）点検等による現状把握（日常点検・法定点検・保守点検）
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・施設を長期間にわたり運用するためには、適切な時期に適切な修繕・更新を行う必要があり、老朽化等の
現状を把握することが求められる。

・施設の点検には、主として日常点検・法定点検・保守点検があり、それぞれの点検について、方法や要領、
委託に適用する標準的な仕様等を整備しており、施設所管所属がこれらを活用して各種点検を着実に実施
し、施設の老朽化等の現状把握に努められるように支援している。



■ 保全の手法

4）予防保全の強化
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・事後保全では、施設利用者の安全・安心の確
保に支障をきたす可能性があり、劣化の進行
を放置することにも繋がるので、建物全体と
しての長寿命化を図ることができない。

・また、予防保全（時間計画型）では、一般的な更新時期に到達した段階で修繕・更新を行うため、
安全・安心の確保は可能となる一方で、長期的には比較的多くの費用が必要となる。

・そこで、予防保全の考え方を踏まえつつ、コスト面で有利となる予防保全（状態監視型）の手法を
推進することで、適時適切な点検や修繕・更新を行い、市設建築物の長寿命化をめざす。

部位別の修繕・更新のイメージ

保全手法の比較

■ 予防保全(状態監視型)の推進

・建物の保全には、不具合や故障等が発生して
から修繕・更新を行う「事後保全」や、一般
的な目安として示されている更新時期に合わ
せて定期的に修繕・更新を行う「予防保全
（時間計画型）」がある。

・また、一般的な更新時期を考慮した上で、点
検等により各部位の状態を把握しながら、故
障等が発生する前に適時に修繕・更新を行う
「予防保全（状態監視型）」がある。

（大阪市公共施設マネジメント基本方針（令和３年２月））



資
産
流
動
化

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

施
設
チ
ー
ム

（
P
T
）

施
設
管
理
者

（
施
設
所
管
所
属
）

日常的に施設管理者にて実施

項目の評価 評価シート作成

評価
シート

必要に応じ
現地調査を実施

評価依頼書
添付資料

PTから通知

【評価支援の流れ】

■ 予防保全に係る評価支援の実施
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各種定期点検の実施

施設カルテ等の更新

劣化状況の把握

個別施設計画における実施計画に

照らし合わせ、修繕・更新を検討

技術的な評価を

することが難し

い項目を抽出

PTに依頼

状態監視の継続

評価を踏まえて修繕・

更新の実施を検討、

実施の場合は予算化

or

・本市では、平成19年度から資産流動化プロジェクト施設チームにおいて「緊急予防保全システム」を導入す
るなど、早急に実施すべき部位を中心に修繕・更新を行う予防保全を推進してきた。

・施設カルテや個別施設計画等をもとに費用の軽減・平準化も考慮した上で適時適切な修繕・更新の取組を推
進するため、令和２年度から、「緊急予防保全システム」を見直し、施設所管所属において適時適切な修
繕・更新の実施判断が行えるよう技術的支援を行う「予防保全に係る評価支援」を実施している。

各種定期点検※の結果や経年劣化の進行等により、修繕・更新の実施を検討している部位のうち、施設所管所属に

おいて技術的な評価をすることが難しい項目。

【評価支援の対象項目】

※「市設建築物定期点検マニュアル（建築基準法に定めるもの・官公法に準拠するもの）」による判断基準や各種法定点検、各種定期保守点検や日常点検

対象となる施設：一般会計施設（市営住宅、学校、インフラ施設、特別会計施設を除く）



・令和３年度は47件（建築18件、機械16件、電気13件)の予防保全項目評価依頼書が、施設所管所属から提出
され、資産流動化プロジェクト施設チームで評価を実施した。

■ 令和３年度における評価支援の取組
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＜評価事例＞

<評価結果>
施設利用者通路の天井仕上げに漏水による腐食が見られ、
落下するリスクがあることから、速やかに漏水の原因を調
査・特定し、原因に応じた修繕を実施されたい。

漏水による天井仕上げの腐食

<評価結果>
本施設は、整備計画が立てられており、令和９年度まで施
設を使用する予定であるため、機器からの異音、機器構成
部品の耐用年数超過による経年劣化、故障時の施設運営へ
の影響及び活用年数を考慮すると、入念な状態監視を行い、
部品交換などの修繕を実施することが望ましい。

冷温水発生器の経年劣化



■ 災害対策施設等の耐震化

５）施設の安全確保
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・本市では、平成20年３月に策定した｢市設建築物耐震改修計画｣に基づき、災害時に重要な役割を担う災害対
策施設等※について重点的に耐震化を推進し、平成28年３月時点で、災害対策施設等の耐震化率は約99％ま
で向上した。（平成28年３月時点の災害対策施設等の総数は3,733棟）

・平成28年度以降に耐震化を行う災害対策施設等（40棟）については、引き続き「大阪市耐震改修促進計画
（平成28年３月）」に沿って、市民の安全・安心の確保に向け、早期の耐震化完了をめざしており、耐震基
準を満たしていない災害対策施設等は令和３年度末時点で12棟となっている。

※ 市設建築物で、災害対策の指揮・情報伝達の中枢拠点となる区役所や、消火活動の拠点となる消防署、及び避難所に指
定されている学校施設など、災害時に重要な役割を担う建築物

■耐震化（耐震補強）の例

耐震基準（昭和56年以降の新耐震基準等）を満たしていないものについて、ブレース設置や耐震壁設置など

による耐震補強を行っている。

＜補強前＞

耐震壁設置ブレース設置（窓面） ブレース設置（屋根面）



○建築基準法施行令の改正 （平成26年4月施行）

新築建築物等の「特定天井」（高さ6ｍ超で面積200㎡超等
の要件に該当する天井）は、地震等によって脱落しないよ
う規制が強化

○文部科学省から対策加速の通知

公立学校施設は、児童生徒等の安全確保の必要性とともに、
地域コミュニティの中心として防災拠点の役割を果たすことか
ら、屋内運動場等の天井等落下防止対策については、平成27
年度までの速やかな完了をめざすよう通知

■東日本大震災での天井脱落の被害
東日本大震災では、体育館、劇場、ホールなどの大規模空間を有する建築物の天井が脱落する被害が多く見られた。

一般的な吊り天井の構成

地震被害例

【原因】
・吊りボルトの破損や躯体からの

引き抜け等により、下地ごと脱落
・ハンガーの開き、クリップの外れ

等により脱落
・天井と周囲の壁等が衝突し、

天井が脱落 等

（写真の出典）
国土交通省・文部科学省

■ 特定天井脱落対策の推進

17

・東日本大震災における大規模空間を有する建築物の天井の脱落被害を踏まえ、本市では、平成26年度より、
災害時に重要な機能を果たす施設※の特定天井（高さ６ｍ超で面積200㎡超等の要件に該当する天井）の脱落
対策を推進している。

・学校施設555箇所、その他災害時に重要な機能を果たす41施設については対策を完了しており、引き続き、
その他の特定天井を有する施設における対策を推進する。

※ 災害時に重要な機能を果たす施設：大阪市地域防災計画に防災活動拠点（災害時避難所、庁舎、ボランティア活動セン
ター）として位置づけられた施設（供用廃止予定の施設を除く。令和４年３月時点）

・令和３年度はスポーツ施設など７施設において新たに工事に着手した。
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・国の「2050年カーボンニュートラル宣言」を受け、本市においても2050年までに温室効果ガス排出量の実質ゼ
ロをめざす「ゼロカーボン おおさか」を表明している。

・本市が所管する施設についても、「大阪市地球温暖化対策実行計画〔事務事業編〕」に基づき温室効果ガス削
減に向けた取組みを図り、さらなる省エネルギー化を推進していく必要がある。

・「エネルギーの使用の合理化等に関する法律」（以下「省エネ法」）に基づく体制であるエネルギー管理連絡
調整会議等を活用しながら、各局等エネルギー管理主任へ省エネルギーの啓発を行っている。また、施設管理
者に対して設備機器の運用改善に関する指導など、技術的な支援を行うことで省エネルギー化を進めている。

・一般施設におけるエネルギー消費量は、2013年度（平成25年度）比で34.1％削減されている。

４．省エネルギー化の推進

【令和２年度のエネルギー消費量等】 【エネルギー消費量の推移】

※一般施設のうち「省エネ法」に基づく報告施設
･Ｊ(ジュール)：熱量の単位。(1GJ=10億J、１MJ=100万J、1ジュール=0.239cal)
･CO2排出係数 電気：0.340kg-CO2/kWh ガス：2.29kg-CO2/㎥
･CO2排出量は一般家庭の約21,500世帯分に相当 (一般家庭一世帯あたりの年間CO2排出量を3,971kgで計算)
・平成25年度の一般施設エネルギー消費量305万GJ(1,159施設)

エネルギー
消費量

（千GJ/年）

面積あたり
エネルギー消費量
（MJ/㎡・年）

教育・文化・スポーツ施設 217 689,671 748 1,085 29,965

社会福祉・保健施設 159 227,816 188 825 6,718

流通産業施設 2 27,390 26 949 938

インフラ関係施設 290 72,152 152 2,107 5,077

庁舎・事務所 188 559,339 632 1,130 30,766

一般会計その他施設 315 326,912 268 820 11,831

1,171 1,903,280 2,014 1,058 85,295

一
般
施
設

合　計

施設分類 施設数
延床面積
（㎡）

エネルギー消費量
ＣＯ２排出量

（ｔ-CO2/年）
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・「省エネ法」では、エネルギーを消費する設備の運転や保守等に関して、施設ごとに“管理標準”を設定
し、これに準拠した管理を行うことが求められている。

・この管理標準の適切な運用のために空調・照明等の約40項目について「省エネルギー実践マニュアル」を
作成し、施設における設備の運転方法や設定の見直し、保守の方法、省エネルギー製品の採用など、施設
管理者が日常的な維持管理の中で省エネルギー化に取り組める手法を紹介している。

１）日常的な施設運営における実践

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省エネルギー実践マニュアル 

 

～管理標準の運用のために～ 

 

 

 

 

 

 

平成３１年４月 

 

大阪市都市整備局企画部 

ファシリティマネジメント課  

 
 

 

 施設  

管理者  

 向け  



■ 施設管理者に対する技術的支援の実施
・施設の運営状況に応じてエネルギーを消費する設備の運転や制御設定の最適化を図るなど、施設管理者に対し

て技術的支援を実施している。

【旭消防署における削減事例】

【技術的支援の概要】

機械室等排気ファン運転の適正化
・機械室、倉庫など設置機器や保管品等に影響のない適正な温度設
定とし、不要な運転時間の削減を図る。
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令和２年比

4.7％減

削減された
CO2排出量

【6.4t】

エネルギー使用量（MJ/㎡）比較

[採光利用による消灯] 

[温度計設置]

・不在時OFF
・目標室内温度

[省エネ運転
の啓発]

照明器具の間引き点灯･不要消灯の周知徹底
・執務エリアでの間引き点灯や採光が有効な箇所の消灯を行う。
・スイッチに節電を明示することで、部分消灯を周知。

全熱交換器の有効利用
・冷暖房期間は、全熱交換器で熱交換換気を行い、冷気および暖気
のロスを防ぐ。
※換気モード“自動”を設定
冷暖房時には熱交換換気を行い、中間期には普通換気を行う制御

[省エネ点灯の啓発][倉庫（温度スイッチ）]

用途を明示

設定を明示

[全熱交換器（操作部）]

自動設定
の明示

室温測定による適正な空調温度設定
・温度計を設置し、室温を測定することにより適切な温度設定を行う。
・推奨する室温や不在時OFFを明示し、省エネ運転の啓発を実施。

延床面積

令和2年 令和3年
約2,724GJ 約2,594GJ

【建　物　概　要】

約1,672㎡

エネルギー
使用量



２）環境配慮技術の導入

■ 市設建築物のＺＥＢ※化

・市設建築物の整備においては、一定水準以上の
環境性能の確保するため、「市設建築物設計指
針（環境編）」を作成し、活用している。

・近年は、新たな環境配慮技術の導入によるＺＥ
Ｂ化の実現など、建築物における省エネルギー
化の取組強化が求められている。

【市設建築物におけるＺＥＢ化の事例】

令和3年度末に建設工事着手した（仮称）小中一貫校（中之島西部地域）は、本市初となる設計段

階における「ZEB Oriented」の認証を申請予定。

※ ZEB「ゼブ」 Net Zero Energy Building（ネット・
ゼロ・エネルギー・ビル）の略称。快適な室内環境を
実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギー
の収支をゼロにすることを目指した建物のこと。

21現時点での計画であり、今後変更となる可能性があります。

【施設概要】

延床面積 １６０２３．７㎡

ＢＥＩ(※) ０．５３

【主な導入設備等】

外皮 外壁断熱材

空調設備 空調熱源：電気・ガス(講堂兼体育館)
空調方式：電気式空冷ヒートポンプ式エアコン(高効率型)

ガス式空冷ヒートポンプ式エアコン(電源自立型)
換気設備：換気扇、全熱交換機(職員室)

照明設備 ＬＥＤ照明器具

未評価技術 クール・ヒートトレンチシステム

※ＢＥＩとは、基準となる建築物と比較したときの、実際の設計仕様をもとに算定した
一次エネルギー消費量の比率のこと。



【ＥＳＣＯ事業の実施例】

３）民間事業者のノウハウの活用

・空調機等の更新と合わせて、複数の省エネルギー手法を組み合わせる技術提案を民間事業者から公募し、
最も優れた提案を採用している。

■ 市設建築物におけるＥＳＣＯ事業の推進

・ＥＳＣＯ事業とは、既存施設の設備改修において、民間事業者が設計施工・運転管理などの包括的な
サービスを提供し、その効果を保証する事業であり、エネルギーを多く消費する施設において、省エネ
ルギー化や光熱水費の削減を図ることが期待できる。

・改修費（初期投資費用）を民間事業者が調達する民間資金活用型と、本市が負担する自己資金型がある。
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■ ＥＳＣＯ事業の実績
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【実施中のＥＳＣＯ事業】

これまでのＥＳＣＯ導入効果 （H17～R2実績合計）

光熱水費削減額 累計 約24億5千万円

二酸化炭素削減量 累計 約4万6千トン

エネルギー削減率 平均 約28.5%

施設名称 ＥＳＣＯ事業の種類 サービス期間
*年間光熱水費削減額

［万円/年］
*年間省エネ率 備考

大阪プール 民間資金活用型
15年間

H21.4～R6.3
約3,260 19.6%

サービス期間中

真田山プール・
天王寺スポーツセンター

民間資金活用型
15年間

H23.4～R8.3
約1,670 17.0%

中央図書館 民間資金活用型
15年間

H24.4～R9.3
約2,200 20.7%

中央卸売市場本場 民間資金活用型
15年間

H30.4～R15.3
約15,080 25.1%

中央卸売市場東部市場 民間資金活用型
6年間

H31.4～R7.3
約1,230 22.0%

中央図書館外16施設 民間資金活用型
13年間

R3.4～R16.3

平野区役所

民間資金活用型
（３施設を１事業で個別契約）

15年間
R4.4～R19.3

令和4年度
サービス開始予定

生野区役所
15年間

R4.4～R19.3

浪速区役所
15年間

R4.4～R19.3

中部環境事業センター 自己資金型
5年間

R4.4～R9.3

西淀川区役所（予定）

民間資金活用型
（３施設を１事業で個別契約）

15年間
R5.4～R20.3

令和4年度契約予定淀川区役所（予定）
15年間

R5.4～R20.3

東淀川区役所（予定）
15年間

R5.4～R20.3

＊サービス期間中の施設については、サービス開始からR2年度までの実績値の平均。



５．今後の取組

・施設整備計画書によるチェックシステム等を通じて、空き施設の有効活用など効率的な施設整備を推進する。

・施設所管所属における個別施設計画の適切な運用や予防保全に係る評価支援の実施などの取組により、適時・
適切な修繕・更新の実施による市設建築物の長寿命化を推進する。

・ＺＥＢ化をはじめとした環境配慮技術の導入やＥＳＣＯ事業の継続的な実施などにより、市設建築物の省エネ
ルギー化を推進する。
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今後の主な取組予定

再編整備

空き施設等の活用の取組
空き施設・スペースの有効活用に向けた施設情報収集及び庁内での情
報共有
空き施設等活用方針に基づく取組の実施

施設整備計画書による
チェックシステムの実施

各所属における令和４年度の施設整備計画を予算編成時に確認・評価

長寿命化

施設カルテの運用 適切な保全に向けカルテを継続的に運用

個別施設計画の運用
各所属において策定された個別施設計画に基づく計画的な維持管理の
推進

予防保全に係る評価支援の
実施

施設所管所属が適時適切な更新・修繕を行えるような技術的な評価
支援の実施

市設建築物の耐震化 災害対策施設等の耐震化や特定天井脱落対策を継続的に推進

省エネルギー化

日常的な施設運営における
実践

設備機器の運用改善や施設管理者への技術的支援を継続的に実施

環境配慮技術の導入 さらなる省エネルギー化やＺＥＢ化に向けた取組みの実施

民間事業者のノウハウ活用 ESCO事業の継続的な実施


